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（保 278） 

平成３１年１月３１日 

都道府県医師会 

社会保険担当理事 殿 

日本医師会常任理事 

松 本 吉 郎 

 

１０連休等の長期連休における休日加算等の取扱いについて 

 

本年４月２７日から５月６日までの１０連休を含めた長期連休における休

日加算等の取扱いについて、厚生労働省保険局医療課長から通知が発出され

ましたので、取り急ぎご連絡申し上げます。 

１０連休中の医療提供体制については、医政局などから１月１５日付けで

「必要な医療が提供できるよう、地域の実情に応じて必要かつ十分な医療機

関、薬局等が対応できる体制を構築すること」という通知が発出されており

ますが（平成３１年１月１６日付け（地 333）にて連絡）、初・再診料、外

来診療料に係る休日加算の取扱い、および、処方箋の交付の取扱いについ

て、いずれも「従前のとおり」とする旨の内容です。 

また、この取扱いは本年の１０連休だけでなく他の長期連休も同様である 

としております。 

 今回の内容は下記のとおりでありますので、貴会会員に周知くださいます

ようお願いいたします。 

 

記 

 

１．休日加算について 

◇ 休日加算の対象となる日は、日曜日と国民の祝日に関する法律に規定さ

れる休日、および１月２日・３日、１２月２９日から３１日です。 

◇ 一般の医療機関では、診療応需体制にある場合は算定できません。 

算定できるのは、急病などやむを得ない場合で、診療応需体制を解いて

いる休診日、あるいは診療日の時間外です。 

◇  一方、診療時間内の受診でも算定できる場合が規定されています。客観

的に休日における救急医療の確保のために診療を行っていると認められる
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医療機関ということで、地域医療支援病院、救急病院・救急診療所、休日

当番医・輪番制などが規定されています。 

◇ １月１５日に開催された都道府県医師会長協議会では、まずは「地域の

医師会が病院団体や自治体と相談して、一般の医療機関の協力を得て在宅

当番医や病院群輪番制による休日診療の体制を整えることが重要である」

旨、申し上げたところです。 

◇ したがいまして、今般の連休期間の休日診療体制に参加いただける医療

機関につきましては、休日加算の算定が可能ですが、単に医療機関の判断

のみで連休期間に診療を行っても、従前のとおり休日加算の算定は不可と

なります。 

◇ 審査も含め、現状、診療報酬の取扱いは現場で柔軟に対応されておりま

すことから、各地域におかれましては、これまでの年末年始などの連休対

応を参考に、従来どおりの対応をお願いします。 

 

２．処方箋の交付について 

◇ 処方箋の使用期間は交付した日を含め４日ですが、４日を超えた日より

調剤を受ける必要がある場合は「使用期間」欄に年月日を記載することに

なっています。また、長期旅行など特殊の事情により、投与量が１回１４

日分を限度とされる内服薬および外用薬について１４日分を超えて投与す

る場合は「備考」欄にその理由を記載することになっています。 

◇ この取扱いが今回の１０連休を含めた長期連休において「従前どおり」

であると示されました。 

 

３．レセプトの提出について 

◇ １０連休期間後のレセプトの提出・受付等につきましては、審査支払機

関に対して従来どおり柔軟に対応するよう要請しておりますので、都道府

県医師会におきましても同様の要請をしていただければ幸いです。 

 

（添付資料） 

１．本年４月２７日から５月６日までの１０連休等の長期連休における診療

報酬等の取扱いについて 

（平成３１年１月３０日 保医発０１３０第１号 厚生労働省保険局医療課

長・歯科医療管理官） 



 

保医発 0130 第１号 

平成 31 年１月 30 日 

 

 

地 方 厚 生 （ 支 ） 局 医 療 課 長                     

都 道 府 県 民 生 主 管 部 （ 局 ） 

国 民 健 康 保 険 主 管 課 （ 部 ） 長      殿 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部）長     

 

 

                       厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課 長                

                        （ 公  印  省  略 ） 

 

 

                       厚生労働省保険局歯科医療管理官 

                       （ 公  印  省  略 ） 

 

 

本年４月 27 日から５月６日までの 10 連休等の 

長期連休における診療報酬等の取扱いについて 

 

 

 昨年12月14日に「天皇の即位の日及び即位礼正殿の儀の行われる日を休日とする法律」（平成30

年法律第99号）が公布・施行されたことに伴い、本年４月27日から５月６日までの間については、

10日間連続の休日（以下「10連休」という。）となることが決定したところである。 

当該法律に係る国会の附帯決議を踏まえ、10連休における医療提供体制の確保については、「本

年４月27日から５月６日までの10連休における医療提供体制の確保に関する対応について」（平成

31年１月15日医政発0115第１号・薬生発0115第２号・障発第0115第１号）により、必要な医療が提

供できるよう、地域の実情に応じて必要かつ十分な医療機関、薬局等が対応できる体制を構築する

こととされているが、診療報酬等の取扱いについては、下記のとおりであるので、その取扱いに遺

漏のないよう貴管下の保険医療機関及び保険薬局並びに審査支払機関等に周知徹底を図られたい。 

 なお、下記の取扱いについては、他の長期連休においても同様である。 

 

記 

 

 

１ 「診療報酬の算定方法」（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療報酬点数表第１

章区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注７、注８、区分番号Ａ００１に掲げる再診料の注５、注



６、区分番号Ａ００２に掲げる外来診療料の注８及び注９、別表第二歯科診療報酬点数表第１章

区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注７、注８、区分番号Ａ００２に掲げる再診料の注５及び注

６並びに別表第三調剤報酬点数表第１節区分番号０１に掲げる調剤料の注４に規定する休日加

算の取扱いについては、従前のとおりとする。 

 

２ 「保険医療機関及び保険医療養担当規則」（昭和32年厚生省令第15号）第20条第２号ヘ、ト及

び第21条第２号ヘに規定する投薬の取扱い並びに第20条第３号イ及び第21条第３号イに規定す

る処方箋の交付の取扱いについては、従前のとおりとする。 

  なお、処方箋の記載上の留意点については、「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭

和51年８月７日保険発第82号）を参考にされたい。 

  



（参考） 

 

○診療報酬請求書等の記載要領等について（昭和 51 年８月７日保険発第 82 号）（抄） 

 

別紙２ 診療録等の記載上の注意事項 

第１～４（略） 

第５ 処方箋の記載上の注意事項 

 １～５（略） 

６ 「処方箋の使用期間」欄について 

(１) （略） 

(２) 患者の長期の旅行等特殊の事情があると認められる場合に、交付の日を含めて３日以

内又は交付の日を含めて４日を超えた日より調剤を受ける必要がある場合には、年月日

を記載すること。この場合において、当該処方箋は当該年月日の当日まで有効であるこ

と。 

(３) （略） 

  ７（略） 

８ 「備考」欄について 

(１) ～（２）（略） 

(３) 長期の旅行等特殊の事情がある場合において、必要があると認め、必要最小限の範囲

において、投薬量が１回14日分を限度とされる内服薬及び外用薬であって14日を超えて

投与した場合は、その理由を記載すること。 

  ９・10（略） 


